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大津市における公文書管理の状況について

情報公開請求･個人情報開示請求にかかる公文書の王盈至臺EL
へ一二一二

○答申第14号（平成25年3月19日）

件名道路境界確定協議書原本交付申請に使用した原本に係る非公開決定に対する異議申立てに

ついて

道路境界査定原本は永年保存の取扱いがなされているにもかかわらず、公開請求のあった

平成6年3月16日付け特定宗教団体が申請した「道路境界確定協議書原本交付申請」に使

用した原本が亡失していた。 （当該原本は実際には複写であり、 さらにその原本も当時におい

て亡失していたと推認される｡）

審査会意見

「上記1及び2のとおり､ ~本件道路境界査定原本は、永年保存の取扱いがなされるべきもの

にもかかわらず、所在不明となっている。また、本件道路境界査定原本から複写されたとみ

られる、本件公文書に該当すると考えられる公文書も同様に所在不明となっている。

本件異議申立てに関係する公文書が、重ねて所在不明となっていることは、当審査会とし

ても、公文書の管理のあり方の観点から、まことに遺憾とするところである。担当課は、平

成24年度から、公文書の管理方法を改めたとのことであるが、公文書の管理の重要性を十

分に認識して、適正管理を徹底されるよう望むものである｡」

○答申第17号（平成25年8月12日）

件名土地所有権確認請求事件に関する訴訟参加して解決した文書(和解調書､議会に報告した文

書)及び特定地番の登記に関する文書に係る部分公開決定に対する異議申立てについて

大津市は独立当事者として訴訟参加をしたところ、当該和解には入っておらず、取下げを

していることから、和解調書を保有しているとは認められない。

○’答申第18号（平成25年10月10日）

件名特定地番付近で閲覧に付す境界確定線の民地側地番と当該所有者の署名押印のある境界確

定協議書及び官地側地番と大津市の所有権を表す登記簿謄本に係る非公開決定に対する異

議申立てについて

＊答申第14号で問題となった文書の関連文書

◎答申第21号（平成26年3月27日）

件名平成24年12月21日に開催された仰木の里自治連合会に報告された内容にかかわる協議録

と結果報告書（開催に至るまでのもの)、同日開催された報告会の内容の報告書（開催後の

もの）に係る部分公開決定に対する異議申立てについて

本件会議に至るまでの庁内協議は、住民から疑義が出されている内容を法令に基づいてど

のように処理するかについて担当課が市長、 畠l1市長に報告するという性質の会議であり、市

長、副市長と意見交換をして大津市としての意思を形成するものではなかったので、実施機

関において記録を残すべきものとの認識がなかったものと推認される。また、本件会議につ
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いては、大津市として住民に対し疑義のあった件について報告をする会であって、住民の意

見を聴いて庁内で再検討をするというものとして位置付けていなかったので、 これについて

も実施機関において記録を残すべき認識がなかったものと推認される。 したがって、 これら

を公文書として保有していないと認定せざるをえない。

審査会意見

「本件会議に至る経緯に照らせば、本件会議は住民からの意見を聴取し、それを市において検

討するために開催されたものであると住民が信じ、これに臨んでいたことは明らかであるにも

かかわらず、市においては本件会議を単なる報告会として位置づけ、記録を作成する必要がな

いとしたことは、市民に説明する責務を負っている市の姿勢としては誠に不誠実な対応であっ

て、市政運営の透明性を低下させるものとなっているところから、遺憾に思うところである。

さらに、 『大津市職員等の公正な職務の執行の確保に関する条例』の趣旨に照らせば、新た

な臺斐が本件会議において士分に王想さｵｭ雀たものである以上､本件会議については､大津市
において記録を取ることが要請されていたと思われる。

諮問実施機関において、市民に説明する責務が全うされるようにすると~ともに、市政運営の

透明化を図るため、重要な案住等に関してIｺ迂四｣鐸を含め､_会議等における記録の作成にか

かる基準を定めるよう今後の運用について検討されたい｡」

○答申第27号（平成27年6月11日）

件名大津市自治連合会会計の取扱いマニュアルに規定の歳入歳出一覧に係る非公開決定に対す

る異議申立てについて

本件公文書は､大津市自治連合会が平成25年4月に事務局職員を直接に雇用して以降、自

治協働課から同事務局に引き継がれた。 自治協働課所在室内に同自治連合会の事務局の机と

書棚があるが、歳入歳出一覧等の書類は施錠された書棚にあり、 自治協働課職員も自治連合

会の許可がなければ閲覧できない状態にある。したがって、本件公文書は、実施機関におけ

る組織的共用文書には当たらない。よって、本件公文書は不存在である。

審査会意見

「各種団体へ公金外現金（準公金）にかかる帳簿等を引き継ぐ場合には、複写を残すなどして

公金外現金(準公金)の適正な取扱いや市民に説明する責務が全うされるようにするとともに、

市政運営の透明化が図られるようにされたい｡」

○答申第28号（平成27年6月11日）

件名滋賀県自治連合会会計の取扱いマニュアルに規定の歳入歳出一覧に係る非公開決定に対す

る異議申立てについて

＊答申第27号と同じ

⑥答申番号第34号（平成27年3月22日）

件名平成27年度大津市自治連合会総会資料に係る非公開決定に対する異議申立てについて

本件公文書については、大津市自治連合会における議案事項であって、決定事項として市

~に対して提供したものではないこと、及び、補助金交付事務に必要に応じて確認する文書と

しての総会の議案書については､同連合会に別途提出を求め、これを保管していることから、
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市の業務上において利用することが必然的に予定されている文書でないと判断し、 「市関係

団体に関する文書」や「その他事業の執行に関する文書」には該当せず、実施機関において

これを怪塗EL,とする処理は、上記の判断基準及びその運用方法に照らして、不適切なも

のとはいえない。

○答申番号第42号(平成29年3月3日）

件名平成28年度大津市自治連合会総会資料に係る非公開決定に対する審査請求について

当審査会において、本件公文書について実施機関から事情を聴取したところ、本件公文書は

業務上利用することが必然的に予定されている文書でないことから公文書として取得してい

ないとのことであった。

実施機関からの事情聴取及び当審査会の実地調査において、実施機関が本件公文書を保有管

理しているとの事実を認めることができなかったことから、実施機関において本件公文書を保

有していないと認定せざるを得ない。

審査会意見

「平成28年度補助金交付申請書に添付された裏業註画雪聿罐、記載があるものの、そ

らは総会の内容を確認すること主鯉唾と膣逵三とI垂隣であることが認められる。 しかし、これをもの記載か

って補助金交付申請処理との関係において総会議案書の添付を求めることなく、 したがって

これを保有していない自治協働課の事務処理を直ちに不適切なものと評価することはでき

ない。もつとも、大津市自治連合会運営補助金交付基準（平成26年4月1日施行、平成2

8年4月1日一部改正）において大津市自治連合会に対する邇助封象経誕二に総含2連務

経費が挙げられていることに照らすと、市職員が公務として出席し取得した途全議案萱は、
補助事業として総会が行われたことを証する資料と

*答申第34号の射程について

して保有すること
､●

刀1 ､｡」

○答申番号第53号（平成30年9月4日）

件名建築物の適合証明書交付に至る文書の非公開決定に対する異議申立てについて

実施機関が、本件交付申請に係る進入路の設置に伴う造成について宅地造成等規制法の基準

を適用して、 「宅地造成等規制法に規定される許可を要する造成行為には該当しない」 と判断

し、本件交付申請に係る計画が開発行為に該当しない本件適合証明書を交付したことは、当時

において確立していた実務に従ったものである。

よって、実施機関が、本件公文書①（本件適合証明書を交付するにあたって、実施機関が宅

地造成等規制法の基準を用いたことにつきその根拠となる公文書）について「当該公文書を作

成及び取得しておらず､存在しないこと」を理由として､本件処分を行ったことは相当である。

本件公文書②について、異議申立人は、本件適合証明書に係る判断が前例のない特殊な判断

であるところ、実施機関において情報を共有するはずであって、そのための書類、メモ等を含

む覚書が存在するはずであると主張する。 しかし、上記2のとおり、車庫及び階段等の設置が

開発行為に該当するか否かの判断につき宅地造成等規制法の基準を用いる実務が確立してい

たことに照らせば、実施機関において本件適合証明書の交付に係る判断にあたって情報共有を

する必要はなく、 したがって、そのための書類、 ~メモを含む覚書を作成していないことは、特
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段不合理なものとは認められない。

○答申番号第56号（平成31年3月12日）

件名自治連合会総会資料の非公開決定に対する審査請求について

審査請求人は、当審査会の答申を引いて、市職員が自治連合会の総会に出席し、総会資料を取

得すべきであると主張するので、この点について付言する。

平成30年5月10日に開催された総会については、実施機関の説明によれば、 自治連合会か

らの出席の要請がなかったために、 ところ、 自治連合会が総会後に補

助金交付申請書の添付書類として提出したことから、実施機関において総会議案書を取得し、現

に保有するに至った。

自治連合会の総会に市職員の出席を要請する力否かは、市から独立した団体である自治連合会

の自主的判'断に基づくものであるから、当審査会がその当否を判断することはできない。

また、実施機関においては、交付申請書に添付を求めれば、総会議案書を取得することができ

るから、総会に出席しなくとも、そのことにより補助事業に対する監督に直ちに支障が生ずるも

のでもない。

したがって、当審査会としては、審査請求人の上記主張に首肯することはできない。

＊答申第42号の射程について

~
○答申番号第59号（令和元年6月28日）

件名要望等記録兼報告書等の部分公開決定に対する審査請求について

*不存在とされた公文書

ア平成25年3月22日午後に、大津市職員2名及び反社会的勢力の者らが大津市に対して

不当要求を行った際のやり取りを錘宣L迄記録媒体． （以下｢文書ｱ」 という｡）

イ上記アの錘童反証(いわゆるテープ起こし） （以下「文書イ」 という｡）

ウ上記アの事件に至る経過書（時系列的に記載したもので、当日の不当要求までの経過を含

む） （以下「文書ウ」 という｡）

エ上記ウとは別に作成された詳細報告書（以下「文書エ」 という｡）

オ上記アの事件の際に大津市職員2名あるいは反社会的勢力の者らが持参した要求等を記載
一一一

L左麺_ (以下「文書ｵ」 という｡）

弁明書の記載内容、事情聴取、第1回照会及び第2回照会した結果

文書ア弁明書及び事情聴取においては存在しないとしていたが、当審査会からの照会に対し

て､侑戎した力逵2進1首卦舌迄ため存在しないとの回答があった。
文書イ弁明書においては存在しないとし、事情聴取においてはメモに基づいて作成したとし

ていたが、当審査会からの照会に対しては、文書アに基づい

め存在しないとの回答があった。

文書ウ作成していないため存在しない。

文書エ弁明書においては存在しないとし、事情聴取においてI文書エ弁明書においては存在しないとし、事情聴取においては

て作成Lたがその後廃棄し
、~ 、~

プ幸プニー
ノヒーノL－

メモに基づいて作成したとし

ていたが、当審査会からの照会に対しては、

の回答があった。

したため存在しないと
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文書オ相談書については非公開決定をしたものが存在する。 しかし、それ以外の要求等を記

ため存在しない。載した

審査会意見

本件処分に関しては、実施機関における公文書管理及び文書の不存在について審査会の意

見を付す。

1文書イ及び文書エの管理について

当審査会は、大津市情報公開・個人情報保護審査会条例（以下「審査会条例」 という｡）第

2条第’項に基づいて公文書の公開請求をした者が自らにされた不服のある処分についてし

た審査請求につき審査庁の諮問を受け、当該処分の適否を調査審議するところを任務とする審

査機関であるとともに、審査会条例第2条第2項に基づいて、情報公開に係る制度の運営及び

改善に関する事項について、実施機関に意見を述べることを任務とする意見申述機関である。

このような当審査会の性格に照らすと、審査請求に係る調査審議は、当該処分が条例各条項

に適合しているかといった観点からだけでなく、情報公開の基礎となる公文書の管理の適正さ

が確保されているかといった観点からも行われる。 したがって、公文書の存否が争点とされて

いる審査請求については、実施機関が現に当該公文書を保有している力否かという事実関係だ

けでなく、当該竺萱吐座Zl主嘘亜茎…皇廃棄の有塞笠､皇室閨歴明らかに
することもまた当審査会の調査審議の目的である。

文書アは、いわゆるセクハラ事案の当事者である職員を巻き込んで生じた庁内の混乱事象に

臨場した担当職員が当該事象の一部始終を記録したものである。文書イ及び文書エは、その顛

末を上司に対して報告したものである。文書イ及び文書エについては、審査請求人の公開請求

により部分公開した要望等記録兼報告書には尽くすことのできない事情が記載されていると

ころ、この事象を踏まえてそこにおいて職員及びその関係者からなされた要望等を不当要求と

して言鐵し、かつ、上記事案が市をも当事者又は関係人とする訴訟等に展開することが当時に

おいて予見できたことに照らせば、文書イ及び文書エが証拠として有する価値は高く、大津市

文書取扱規程第34条に定める手続に準じて管理されるべきであったと思料する。

したがって、文書イ及び文書エは、大津市文書取扱規程別表文書保存期間標準表「陳情

請願要望上申、訴願等に関する文書」の部、 「10年」の欄（保存期間10年）に相当し、

要望等記録兼報告書に関連する文書として同文書と同様に保存期間を10年として管理をす

べきであった。 とりわけ、上記混乱事象において行われた要望等に際して市の担当職員に手交

された名刺及び相談書については、本件処分時においてなおも保有していることに照らせば、

文書イ及び文書エを廃棄したことに合理性は乏しいものと思料される。

り、文書管理事務を廃棄したことl主遺憾重あにもかかわらず、時期不明で文書イ及び文書エ

の改善を望むべく、意見を付すものである｡~

杢垂塗理由一 付記について2文書の

公文書の存否が争点とされている審査請求については、実施機関が現に当該公文書を保有し

ている力否かという事実関係だけでなく、当該公文書の作成又は取得の有無、管理状態廃棄

の有無等の事実関係を明らかにすることもまた当審査会の調査審議の目的であることは上記

1のとおりである。 ところで、審査会条例第8条第4項に基づいて行った調査（事情聴取）に

おいて実施機関は、当初、文書ア、文書イ及び文書エを作成した事実を明らかにしなかったと
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ころ、上記「第6 5」で指摘したとおり、審査請求人が提訴した上記国家賠償請求事件にお

いて裁判所に書証として提出したことを審査会が職権により探知し、これを契機として行った

第1回照会に対する回答、 さらには、第2回照会に対する回答においてこれらの文書を作成し

たことを正式に認めたものである。

しかし、当審査会の調査審議の目的に照らすと、上記の実施機関の対応は、当該文書の作成

を前提としてその存在を主張する請求人の主張の当否を検討する当審査会の審理を徒に遅延

させることになったことは否めず、遺憾とするところである。

したがって、不存在を理由とじて公文書を非公開とする旨を決定する場合には、理由におい

て当該公文書を作成し又は取得した力否かを明らかにするとともに、作成又は取得し、保有に

至ったときはそれを廃棄した時期及び理由を明らかにすべきであると思料し、その旨意見を付

すものである。
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